
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

    

総務部 財政課 

担当：関 昇一郎  鈴木 英昭 

電話：026-235-7039（直通） 

    026-232-0111（内線 2052） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

２月県議会定例会に提出する平成１９年度当初予算案につきまして､現在

知事査定を行っております。 

１月 29 日に行った知事査定で内容が固まった事業の概要を別紙のとおり

お知らせいたします。 

今後、知事査定結果を速報として随時お知らせしますが､当初予算案全体

の概要は、２月６日（火）の部長会議で決定した上で発表する予定です。 

長野県（総務部）プレスリリース 平成 19 年（2007 年）１月 30 日

平成１９年度当初予算の知事査定結果《速報(第２回)》について 



部　局　名：　社　会　部

69億8627万円

１ 主な自立支援給付
・ 居宅介護事業
・ 短期入所事業
・ 児童デイサービス事業
・ 補装具交付・修理事業
・ グループホーム事業
・ 更生医療給付事業
・ 施設訓練等事業

２ 主な市町村地域生活支援事業
・ 相談支援事業
・ コミュニケーション支援事業

障害福祉課 ・ 日常生活用具給付等事業
  FAX  026-234-2369 ・ 移動支援事業
  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp [ 46億6085万2千円] ・ 地域活動支援センター機能強化事業

 新

10億8247万9千円

１  新 障害者自立支援対策臨時特例基金事業
     (10億1098万1千円)

２  心身障害児（者）タイムケア事業
     (6743万6千円)

　　

３  新 通園施設を利用する障害児の療育支援事業
     (406万2千円)

障害福祉課
  FAX  026-234-2369 　　
  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp [ 4976万9千円]

　障害児の他に保育所等を利用する児童がいる
世帯に対し軽減措置を講じ、障害児の早期療育
の機会を確保し、子育ての支援を行います。

　この他障害者地域生活移行推進事業など障
　害者自立支援対策臨時特例基金を活用した
　事業費の総額　　　　　　　 11億5605万4千円

　家庭で障害児者を一時的に介護できない場合
等に、登録介護者が時間単位で介護サービスを
提供することにより保護者や障害児者の地域生
活を支援します。

　 障害者自立支援法の施行に伴い、支援費から制度
変更された自立支援給付の負担を行うとともに、市町
村が実施する地域生活支援事業に対し助成します。

　平成１８年度施行の障害者自立支援法の着実
な定着を図るため、平成２０年度までの特別対策
として、送迎サービスに係る利用者負担の軽減や
就労支援、制度の移行に伴う事業者への激変緩
和策などを実施します。

　 障害者自立支援法の課題として指摘されてきた利
用者負担増・事業者報酬の減収などに対応するた
め、基金を造成し、必要な事業を実施します。また、
国の制度を補完する県独自の事業として、タイムケア
事業の充実を図るとともに、障害児通園施設の利用
者負担について軽減措置を講じます。

事　　　　業　　　　名

障害者自立支援給付等事業費

障害者自立支援法円滑化支援
事業費

予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

1



事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

１　重症心身障害児（者）通園事業
1億8250万8千円

・
Ａ型通園事業（１日の利用人員15人規模） １か所
Ｂ型通園事業（１日の利用人員5人規模） ７か所
 うちＢ型特例（定員拡大5人→8人） 3か所
Ｂ型新設　佐久圏域（定員5人） 1か所

２　障害者訪問看護サービス事業

　
障害福祉課
  FAX  026-234-2369 ・ 事業主体　　市町村
  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp [ 1億7609万5千円] ・ 補助率　　　　県1/2　市町村1/2

562万4千円

・ 事業内容

障害福祉課
  FAX  026-234-2369
  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp [ 392万6千円]

2億8322万6千円

・ 事業主体 県、市町村
・ 事業内容
１ 自立支援給付移行計画支援事業
補助限度額　300万円以内

２ 移行円滑化促進支援セミナー

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369 ３ 設備等整備費補助

施設整備補助限度額　500万円以内
[ 4億4404万8千円] 設備整備補助限度額　100万円以内

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

　 在宅の重症心身障害児（者）のために、通園により
訓練・指導等の必要な療育を行い、運動機能の低下
を防止するとともにその発達を促します。併せて家庭
における保護者の療育技術の習得を図ります。

実施箇所

県立総合リハビリテーションセンターで日常生活・
社会復帰訓練を実施

新体系移行のために必要な事務処理等の研
修を実施

共同作業所新体系移行円滑化
支援事業費

　 共同作業所が障害者自立支援法の新体系へ円滑
に移行できるよう支援し、地域の障害者の多様なニー
ズに応えることができるサービス提供者を育成します。

　 高次脳機能障害者に対する生活復帰・社会復帰訓
練や、就労復帰に向けた支援を行います。

重症心身障害児（者）支援事業
費

高次脳機能障害者総合支援事
業費

　 通所施設などに通う医療的ケアを必要とする障害
児(者)の訪問看護サービスの利用に対して助成しま
す。
　 さらに、重症心身障害児(者)通園事業未実施の圏
域で通所施設などが重症心身障害児(者)を受け入れ
た場合の訪問リハビリテーションに要する費用も助成
対象とします。
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

福祉就労強化事業費 3648万4千円

・ 授産活動活性化支援員の配置 ４人
(県下４地区に県職員駐在)

・ 共同受注等コーディネーターの設置
障害者自立支援課 (民間事業者を選定)
  FAX  026-234-2369 ・ 外部実践者営業技術活用支援

・ 施設外授産活動等促進支援
[ 888万円]

１ 精神障害者退院支援事業
3470万7千円

・ 退院支援コーディネーターを新た
に配置 ４人

・ 退院支援員の配置 32人

２ 地域生活移行推進員設置事業

・ 補助対象　　

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369 ・ 補助基準額 138万9千円（上限）

・ 補 助 率 県1/2　　実施者1/2
[ 901万5千円] ・ 補助期間 １施設あたり２年間を限度

障害者相談支援事業費 2億3863万円

・ 設置か所 10圏域
・ 事業内容 障害者生活支援ワーカーの配置

障害者就業支援ワーカーの配置
障害者自立支援課 障害児等の療育支援
  FAX  026-234-2369 相談支援体制整備推進アドバイザー

を新たに配置
[ 2億5053万8千円]

　　地域の受入条件が整えば退院可能な方に対
し、退院支援コーディネーター等が退院を支援し
ます。

　 障害者が安心して地域で暮らせるように、生活や就
業、療育を支援する圏域ごとの相談支援センターを
充実します。

知的障害者入所更生（授産）施設を運営して
いる社会福祉法人（４か所）

　　民間の知的障害者入所施設が、入所者の地
域生活移行を行うために地域生活移行推進員を
設置する経費に対し助成します。

　 工賃倍増計画に基づき、障害者授産施設等の受
注業務の拡大等を支援し、障害者の収入の増加を図
ります。

障害者地域生活移行推進事業
費

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

１ 傾聴ボランティア養成研修の実施（10か所）
傾聴ボランティア養成事業費 327万円

２ スキルアップ検討会の実施（10か所）

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp ［295万円］

 新

110万3千円

・  地域活動支援者研修会の開催（２か所）
・  相談窓口、ホームページ等による情報提供
・  地域活動参加セミナーの開催（４か所）

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp ［0円］

192億9190万2千円 

・ 介護給付費見込額
・ 県負担割合　居宅サービス　 12.5％

施設サービス　 17.5％

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp ［189億3456万9千円］

4億9011万3千円 

・ 事業主体 市町村
・ 事業内容 １ 介護予防事業

長寿福祉課 ２ 包括的支援事業
  FAX  026-235-7394 ３ 任意事業
  E-mail  choju@pref.nagano.jp ［4億2207万1千円］

　 傾聴活動実践者を対象に、グループ討議によ
り事例研究等を行い、認知症高齢者などへの適
切な対応について検討します。

　 高齢者や団塊世代等が積極的に地域活動に参加
し、地域社会の担い手として活躍できるよう支援しま
す。

　 要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推
進するとともに、地域における総合的な相談・支援体
制等を強化するため、市町村が行う地域支援事業に
ついて、その費用の一部を負担します。

　 市町村等保険者の介護給付等に要する費用の一
部を負担します。

1301億3274万8千円

地域支援事業交付金

介護給付費負担金

信州熟年者地域活動支援事業
費

　 認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の寂しさや
悩みを聞く傾聴ボランティアを養成します。
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

１ 市町村虐待防止ネットワーク等支援事業
児童虐待防止強化事業費 1030万9千円 

２ 児童虐待対応職員専門性強化事業

こども･家庭福祉課 ３ 児童虐待・DV24時間ホットライン
  FAX  026-235-7390
  E-mail
  kodomo-katei@pref.nagano.jp [ 1160万5千円]

１ 女性相談・保護事業
女性保護事業費 2835万円 

２ ＤＶ被害者緊急避難支援事業

こども･家庭福祉課 ３ 人身取引被害者支援事業
  FAX  026-235-7390
  E-mail
  kodomo-katei@pref.nagano.jp [ 2563万9千円]

2069万円

１  就業・自立支援センター事業
(１)

(２)

２  職業能力開発事業
(１) 自立支援教育訓練給付金事業

(２) 高等技能訓練促進費事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390
  E-mail
  kodomo-katei@pref.nagano.jp [ 2296万円]

　研修等の実施により市町村の児童相談機能を
強化し、児童虐待を未然に防止するとともに、親
支援プログラムの活用により再発防止を図りま
す。

ひとり親家庭就業・自立支援事
業費

　 職業能力の開発を自発的に行う方に対
し、教育訓練終了後、「自立支援訓練給付
金」を支給します。
　（対象講座の受講料の４割：上限20万円）

　 ２年以上養成機関で修業する場合に、一
定期間「高等技能訓練促進費」を支給し、資
格取得を支援します。
　（月額103,000円：上限12ヶ月）

　 人身取引被害者を保護し、被害者が安全に本
国へ帰国できるよう、関係機関と連携して支援し
ます。

　 母子家庭の母等の自立を支援するため、就業支援
を行います。

  就業支援員により、多くの方を就業に結び
つけます。
  就業に有利な資格等を取得するための講
座を実施します。

　緊急時にＤＶ被害者が安全に避難できる場所
を確保します。

　 ＤＶ被害者などの相談や保護を行い、自立に
向けて支援します。

　 児童虐待の通告や子ども全般の相談のほか、
ＤＶの通報や相談に24時間・365日応じ、速やか
に必要な支援を行います。

　 児童虐待等により保護された子どもや保護者
に対応する職員のカウンセリング研修を実施し、
職員の専門性を強化します。
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

155万円 

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390
  E-mail
  kodomo-katei@pref.nagano.jp ［444万9千円］

9769万7千円

1  中国帰国者愛心使者事業
  給付金を毎月給付します。

2  医療通訳派遣事業

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 3  「陽だまり」講座開催事業

[ 9989万9千円]

4863万5千円

・ 基幹的社協（20か所）への専門員の配置
地域福祉課 ・ 権利擁護圏域支援協議会の設置
  FAX  026-235-7485 ・ 権利擁護支援委員会の設置

[ 4601万2千円]

138万8千円

・

地域福祉課 ・ 第三者評価機関・評価調査者の養成
  FAX  026-235-7485 ・ 評価制度の普及啓発

[ 415万2千円]

  病院等で受診や相談をする際に、医療通訳を
派遣します。

  趣味や地域交流を楽しむことができる場所を提
供します。

　 里親登録、里親委託を促進するとともに、児童福祉
施設に入所している子どもがホストファミリーとの生活
体験により家族的な絆を深め、社会性が育まれるよう
支援します。

福祉サービス評価推進事業費

中国帰国者愛心ネットワーク推
進事業費

里親養成事業費

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

日常生活自立支援事業費
(旧 地域福祉権利擁護事業費)

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

長野県福祉サービス第三者評価推進委員会の
開催

　中国帰国者におだやかな日々を心豊かに過ごして
いただくための事業を実施します。

　 福祉サービスの質の向上を図るため、福祉サービ
ス第三者評価制度の普及啓発を推進し、利用者の
サービス選択の一助となる情報を提供します。

　 障害の有無や年齢にかかわらず、誰もが住み慣れ
た地域社会で自分らしく暮らし続けられることを目指
し、社会福祉協議会で行っている相談支援体制を強
化します。
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

１　宅幼老所施設整備事業
7302万3千円

（１）　施設整備
・ 事業主体 市町村
・ 補助率 県2/3　市町村1/3
・ 補助限度額 改修 500万円
・ 支援か所数 10か所程度
（２）　耐震改修整備
・ 事業主体 市町村
・ 補助率 県2/3　市町村1/3
・ 補助限度額 100万円
・ 支援か所数 1か所程度

２　緊急宿泊支援事業

・ 実施主体 市町村
・ 補助率 県1/2　市町村1/2
・ 補助基準額 4,000円/日

３　運営費助成事業

・ 実施主体 市町村
・ 補助率 県1/2　市町村1/2
・ 補助額（１か所当たり） 20万800円
・ 重度加算額（１人当たり） 4万160円

４　職員研修事業
　　 管理者研修、スタッフ研修を実施します。

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 ５　アドバイザー派遣事業

[ 1億2603万2千円]

6億3800万8千円

・ 建設年度　　平成18年度～19年度
・ 建物の概要

利用定員　　60人
延床面積　　2,828.66㎡
建築方式

障害福祉課 その他
  FAX  026-234-2369
  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp ［2億7594万6千円］

　 ＮＰＯ法人等が設置する民家改修型の宅幼老所の
整備に対して助成します。

　宅幼老所が行う一時宿泊に必要な経費の一部を助
成します。

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

宅幼老所支援事業費

　 西駒郷利用者の居住環境の改善及び利用者の地
域生活移行に必要な支援体制を整備するため、西駒
郷の敷地内に新居住棟を建設します。

西駒郷改築事業費

　 実践者、税理士､社会保険労務士などをアドバイ
ザーとして派遣します。

木造（一部鉄筋コンクリート造）
平屋建て
太陽光、ペレットボイラーによる
給湯など、クリーンエネルギー
を積極的に活用

　 地域共生型生活ホーム等の運営に要する経費の
一部を助成します。
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

 新

39万9千円 

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390
  E-mail ［0円］
  kodomo-katei@pref.nagano.jp

14億1799万3千円 

・ 特別養護老人ホーム
・ 養護老人ホーム
・ 救護施設

地域福祉課 ・ 知的障害者通所授産施設
  FAX  026-235-7485 ・ 知的障害者小規模通所授産施設

・ 障害者デイサービス事業所
・ 障害者等共同作業所（再掲）
・ 障害者グループホーム

長寿福祉課 ・ 日中活動の場整備事業
  FAX  026-235-7394 ・ 宅幼老所整備事業（再掲）
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

障害福祉課
  FAX  026-234-2369
  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369

[ 13億6141万1千円]

労働相談事業費 1580万7千円 

・
・

・
労働福祉課
  ＦＡＸ  026-235-7327
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp [ 1316万8千円]

社会福祉施設整備事業費

諏訪湖健康学園移転改築事業
費

45施設

　 社会福祉法人やNPO法人が行う社会福祉施設等
の施設整備に対して助成します。

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

メンタルヘルス相談

1施設

11施設

　 情緒障害児短期治療施設「諏訪湖健康学園」の移
転改築に向けて、必要な検討を行います。

特別労働相談員（弁護士、社会保険労務士、産
業カウンセラー）による専門的な労働相談

2施設

労働相談員による労働相談

11施設
3施設

　 労使間のトラブルを円滑に解決するために労働相
談を行います。

1施設

1施設
6施設

1施設
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

1005万2千円 

１  多様化する就業形態の労働環境実態調査

２  労働条件等の実態調査

３  働きやすい環境づくり意見交換会

労働福祉課 ４  労働経済調査
  ＦＡＸ  026-235-7327
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp [ 96万5千円]

 新

152万2千円 

１  認証、表彰

２  ワークライフバランス推進セミナー・啓発

労働福祉課
  ＦＡＸ  026-235-7327
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp ［0円］

仕事と育児両立支援推進事業
費

労働環境に係る調査啓発事業
費

　 企業の先進事例の発表や支援制度の紹介等
のセミナーを通じて、企業のワークライフバランス
の推進を図ります。また、パンフレットにより事業
主、労働者の啓発を図ります。

 　正規・非正規雇用者の処遇実態調査、非正規
雇用者の意識調査を実施します。

　 労働条件や賃金等の現状に係る実態調査を
実施します。

　 従業員の育児を支援する企業の取組の認証
や、育児支援に積極的に取組んでいる企業を表
彰し、県のホームページ等で紹介します。

　 仕事と育児を両立しながら働くことのできる職場環
境づくりを推進します。

　 県下の労働経済の現状を冊子にまとめ、企業・
労働者に情報提供します。

 　労働者、使用者、行政が労働環境のあり方等
についての意見交換を行います。

　 県内事業所の労働環境の実態を把握するため、調
査事業や意見交換等を実施します。
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部　局　名：　生活環境部

90万7千円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [　0円]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

1004万2千円 

・ ＥＳＣＯ導入可能性調査　　15か所
・

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [　0円]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

40万円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　61万円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

信州環境フェア負担金 180万円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [　0円]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

　 持続可能な社会の実現に向けて、県民・事業
者・ＮＰO・行政がお互いの理解と協力のもと、環
境に配慮したライフスタイルを確立する契機とする
ため、経済団体等とともに実行委員会を組織し、
信州環境フェアを開催します。

　 長野県の温暖化対策率先実行のため、県有施
設へのＥＳＣＯ事業等の導入可能性を調査しま
す。

専門家による「基本方針策定委員会（仮称）」
での検討

ＥＳＣＯ導入事業費
（県有施設の省エネ改修導入
事業費）

信州省エネパトロール隊活動
支援事業費

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

長野県地球温暖化防止県民
計画の改訂

事　　　業　　　内　　　容

　 実効性のある地球温暖化対策を推進するため、
地球温暖化対策条例に基づく地球温暖化対策推
進計画である「長野県地球温暖化防止県民計画」
を改訂します。

　・  環境審議会での審議
　・  環境審議会専門委員会での検討
　・  パンフレット作成　　１万部

　 事業所における地球温暖化対策を推進するた
め、企業等のエネルギー設備の省エネ対策を診
断・指導する「信州省エネパトロール隊」の活動に
対して助成します。

新新

新新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

250万円 

・ 事業者周辺アスベスト浮遊調査　 　15か所
・ アスベスト含有量調査　　　　　　　　 15か所
・ 環境モニタリング調査　　　　　　　   12か所

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　302万6千円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

石綿健康被害救済金拠出金 1413万円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [　0円]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

85万1千円 

水環境課
 FAX 026-235-7366 [　0円]
 E-mail mizukankyo@pref.nagano.jp

　 諏訪湖における水質保全の一層の推進を図る
42万1千円 ため、湖沼水質保全特別措置法第４条に基づき、

平成19年度から23年度までを計画期間とする第
５期計画を策定します。

水環境課
 FAX 026-235-7366 [　0円]
 E-mail mizukankyo@pref.nagano.jp

アスベスト環境対策推進事業
費

　 水環境保全対策の総合的な推進を図るため、
長野県水環境保全条例に基づき、平成20年度か
ら24年度までを計画期間とする第４次計画を策定
します。

　 アスベストによる健康被害者で、工場周辺住民
など労災補償の対象とならない方を早期に救済す
るため「石綿健康被害救済基金」へ拠出します。

第４次長野県水環境保全総合
計画策定事業費

第５期諏訪湖水質保全計画策
定事業費

　 アスベスト取扱事業者周辺のアスベスト浮遊調
査及び県内の大気環境中のアスベスト濃度モニタ
リング調査等を実施します。

新

新新新

新新新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

900万円 

・ 事業主体 岡谷市
・ 事業実施期間 平成18～19年度の２か年

水環境課
 FAX 026-235-7366 ［　1600万円］
 E-mail mizukankyo@pref.nagano.jp

2214万1千円 

・ 生物多様性基礎調査の実施（ライチョウ）
（国庫委託　1970万円（10/10））

・ 保護回復事業計画の作成
・ 希少野生動植物保護監視員の委嘱

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［　315万8千円］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

300万円 

・ 実施山域　 自然公園全域
・ 補助対象

自然保護課 　
 FAX 026-235-7498 ［　300万円］ ・ 協 力 金 目標金額 300万円
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp ・ 補 助 率 1/2

1744万4千円 

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［　795万4千円］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

登山道の維持・補修に必要な資
材等

　 希少野生動植物保護条例に基づき、実効性の
ある希少野生動植物保護対策を実施します。

　 自然公園等における県有施設の改修・補修を
行い、自然環境の保全と安全で快適な利用を促
進します。

　 岡谷市が山梨大学との地域連携事業として実
施している新たな水道水源確保策に係る調査研
究事業に助成します。

水道水源地域調査研究支援
事業費

希少野生動植物の保護対策
事業費

　 安全で快適な登山を楽しんでいただけるよう、
登山道の日常的維持・補修を、登山道利用者から
の協力金を活用して、山小屋等関係者と県が連携
して実施します。

自然公園県単独施設等整備
事業費

信州の登山道リフレッシュ事業
費
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

7512万5千円 

・ 対象事業費　
実施主体 山小屋事業者
補 助 率　 1/2以内（国補10/10）　

自然保護課 ・ 対象事業費　１件１千万円未満
 FAX 026-235-7498 ［　4369万8千円］ 実施主体　 山小屋事業者
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 補 助 率 1/2以内（一般財源）　

ごみ減量・資源化推進事業費 12万4千円 

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 [　0円]
 E-mail　haikibut@pref.nagano.jp

　 長野県廃棄物処理事業団の運営資金を無利子
14億9342万円 で貸し付けます。

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 ［　14億8100万円］
 E-mail　haikibut@pref.nagano.jp

　 大量の産業廃棄物が放置された箇所について、
放置廃棄物等調査事業費 722万5千円 廃棄物調査等を行い、撤去指導の推進と住民不

安の解消を図ります。

・ 廃棄物の状況、排出元等の調査
・ 原因者・関係者に対する撤去指導
・ 周辺環境影響調査

廃棄物監視指導課 ・ 一時保全対策
 FAX 026-235-7259 ［　820万1千円］
 E-mail　kanshi@pref.nagano.jp

１件１千万円以上

　 山岳環境と下流域の水環境の保全を保つた
め、山小屋におけるトイレのし尿処理整備に対して
助成します。

　 ごみの発生抑制や減量化等の取り組みを県下
に拡大するため、市町村とともにごみの発生抑制
や減量化、資源化を推進するリーダーの育成を行
います。

山岳環境保全総合整備事業
費
（山岳トイレ整備事業）

長野県廃棄物処理事業団貸
付金 　 また、廃棄物処理事業団が償還時につなぎ資金

として必要な資金の借入れを行うに当たり損失補償
を行います。

新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

　 夜間監視パトロールにより、産業廃棄物の大規
不法投棄防止夜間監視委託事 328万2千円 模不法投棄の防止及び抑止を図ります。
業費

廃棄物監視指導課
 FAX 026-235-7259 ［　388万5千円］
 E-mail　kanshi@pref.nagano.jp

53万6千円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 [　0円]
 E-mail  seibun@pref.nagano.jp 

4998万9千円 

・ 相談体制の充実
消費生活相談体制の強化
苦情処理専門員に司法書士を配置

生活文化課 ・ 消費者への普及啓発
 FAX 026-234-6579 ［　5477万2千円］
 E-mail  seibun@pref.nagano.jp 

　2007サイトウ・キネン・フェスティバル松本を開催し
6000万円 ます。

・ 期　間
・ 公演数

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　5000万円］
 E-mail  seibun@pref.nagano.jp 

総合的な消費者施策検討事
業費

14公演
平成19年８月15日（水）～９月９日（日）

　 消費者施策の総合的な対策を目的とした消費
生活条例（仮称）制定など消費者施策のあり方に
ついて検討します。

消費者被害緊急防止対策事
業費

2007サイトウ・キネン・フェスティ
バル松本開催事業費

消費者被害防止のための情報提供、教
育の推進

　架空請求・ヤミ金融・悪質リフォーム等の消費者ト
ラブルに対して相談、あっせん、指導及び被害の
未然防止の施策を実施します。

新

拡
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

文化施設改修事業費 2億円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　2258万1千円］
 E-mail  seibun@pref.nagano.jp 

　 県立文化施設の改修により、利用者が安全で快
適に芸術文化に親しむことができる環境を提供し
ます。
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部　局　名：　土  木  部

2400万円 

道路課
  FAX　026-235-7391 ［　900万円］
  E-mail　michi@pref.nagano.jp

500万円 

道路課
  FAX　026-235-7391 ［　500万円］
  E-mail　michi@pref.nagano.jp

1億円 

河川課
  FAX　026-225-7069 ［　525万円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

3億円 

砂防課
  FAX　026-233-4029 ［　1億円］
  E-mail sabo@pref.nagano.jp

総合土砂災害対策推進事業
費
(土砂災害基礎調査)

   土砂災害から県民の生命を守るため、土砂災害
防止法に基づく基礎調査を実施し、土砂災害のお
それがある区域等を明らかにするとともに、市町村
が行う警戒避難体制の整備を支援します。

洪水ハザードマップ作成支援
事業費

   河川の氾濫を想定した避難路･避難場所等の情
報を提供し、被害を最小限に留めるため、市町村
が実施する洪水ハザードマップの作成を支援しま
す。

 ・  実施箇所      14市町村30河川

　 松本糸魚川連絡道路の全体計画ルートや起点
の位置を含めた整備のあり方など、基幹的･広域
的な道路ネットワークの整備に向けた調査･検討を
行います。

 ・  実施箇所
     松本糸魚川連絡道路
      (国)148号 小谷村雨中地区

道路計画調査事業費

 　白馬長野有料道路を迂回する車両に起因する
夜間の騒音や振動の軽減など、沿道環境の改善
を図るため、夜間無料化の社会実験を引き続き実
施します。

沿道やすらぎ環境改善事業費

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成18年度予算額]

245万1千円 

土木政策課
  FAX　026-235-7482 ［　280万5千円］
  E-mail doboku@pref.nagano.jp

建設産業技術力向上支援
事業費

   意欲と熱意ある建設企業が活躍できる環境整備
を進めるため、優良技術者の表彰や新技術･新工
法の活用促進などにより、建設産業における技術
力の向上を支援します。

 ・  優良技術者表彰制度事業
 ・  ｢信州発･先進技術｣活用支援事業
 ・  技術力向上支援事業(電子納品･ＣＡＤ等)
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部　局　名：　教育委員会

教職員人件費中
信州こまやか教育プラン 42億4650万円 

・ 小学校30人規模学級（35人基準）編制事業
・ 学習習慣形成支援事業（中１ギャップ対応を含む）
・ 少人数学習集団編成事業

義務教育課
 FAX 026-235-7494 ［43億8950万円］
 E-mail gimukyo@pref.nagano.jp

こどもほっとサポート推進 1600万5千円 
事業費

　・

　・

［3201万円］
義務教育課
 FAX 026-235-7494
 E-mail gimukyo@pref.nagano.jp

高等学校再編整備事業費 8億8887万5千円 

債務負担行為 ・
（8億4199万9千円） ５ 校

  建設・改修工事、調査･設計

高校教育課 ・ 高校再編に係る準備・運営 ６ 校
 FAX 026-235-7488 [0円]   備品整備、在籍・成績管理ｼｽﾃﾑﾘｰｽ、
 E-mail koko@pref.nagano.jp   生徒移動用ﾊﾞｽの借上げ 等

１　高等学校再編整備事業費（7億4156万6千円）
高等学校整備事業費 7億9395万7千円 
（高等学校再編整備事業費
 一部再掲） 債務負担行為

（8億4199万9千円） ・
  建設・改修工事、調査･設計 ５ 校

２　高等学校施設整備事業費（5239万1千円）

高校教育課
 FAX 026-235-7488
 E-mail koko@pref.nagano.jp [0円] ・ 地盤調査、実施設計 10校12棟

障害のある児童生徒の学習指導や生活指導の
補助

　なお、平成19年度から「特別支援教育支援員」の配置に必要
な経費が国から市町村に対して交付税措置される予定であるこ
とから、市町村において計画的な配置ができるまでの経過措置
として実施します。

外国籍児童生徒の日本語指導や生活指導の
補助

 　小・中学校において、障害のある児童生徒及び
外国籍児童生徒が安心して生活を送れるよう、一人
ひとりの状況に応じて介助員・支援員を配置し、必
要な支援を行います。

高校再編、学科転換に伴う校舎等の整備

事　業　名
予　算　額

［平成18年度予算額]
事　　業　　内　　容

　 学級及び学習集団の規模を小さくし、個に応じた
きめ細やかな指導を行うことにより、学習習慣・生活
習慣の定着と基礎学力の向上を図ります。

　 高等学校の再編に伴い学級規模の増加や教育
課程の変更に応じた施設・設備の整備等を行いま
す。

高校再編、学科転換に伴う校舎等の整備

　 老朽化している校舎や体育施設の大規模改修等
を、東海地震に係る地震防災対策強化地域の耐震
補強工事と合わせて行うなど、高等学校の施設整
備を計画的に進めます。

　 高等学校の再編に伴い学級規模の増加や教育
課程の変更に応じた施設・設備の整備等を行いま
す。
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事　業　名
予　算　額

［平成18年度予算額]
事　　業　　内　　容

特別支援教育地域化推進 7565万7千円 
事業費

　分教室の設置
・ 養護学校小学部（佐久穂町） １校１教室
・ 養護学校中学部（佐久穂町） １校１教室

特別支援教育課 ・ 養護学校高等部（更級農業高校） １校３教室
 FAX 026-235-7459 ［7654万8千円］ ・ ろう学校分教室（小諸市、茅野市、飯田市）
 E-mail tokubetsu-shien@pref.nagano.jp ２校３教室

特別支援学校施設整備事業費 1億5837万2千円 

・ 老朽校舎等改築 １ 校
・ 計画修繕 ４ 校

特別支援教育課 ・ 緊急修繕 ４ 校
 FAX 026-235-7459 ［17億4434万4千円］ ・ 障害児にやさしい施設整備 ７ 校
 E-mail tokubetsu-shien@pref.nagano.jp

1421万6千円 

・ 小学校５年　４教科（国・社・算・理）
・ 中学校２年　５教科（国・社・数・理・英）

教学指導課
 FAX 026-235-7495 ［443万9千円］
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

小学校における国際理解活動 938万円 
推進事業費

・ 拠点校 10 校

教学指導課
 FAX 026-235-7495 [0円]
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

学力実態調査による評価・改
善事業費

　 小学校における英語活動等国際理解活動を充実
するため、拠点校を中心とした取組みの推進や指導
者研修等を実施します。

　 老朽化している校舎や体育施設について、改築
や修繕を行うとともに、児童・生徒の障害の重度化・
重複化に対応した施設整備を行うことで、安全で快
適な教育環境の向上を図ります。

　 ノーマライゼーションの理念に基づき、障害のある
子どもも、ない子どもも地域で豊かに学ぶことができ
る教育環境を創造します。

　 県独自の学力実態調査を市町村と連携して実施
し、その分析結果をもとに学力向上のための施策充
実につなげます。

新
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事　業　名
予　算　額

［平成18年度予算額]
事　　業　　内　　容

3030万7千円 

教学指導課
 FAX 026-235-7495 [0円]
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

3901万3千円 

・ 地域支援センター　

教学指導課
 FAX 026-235-7495 ［5155万円］
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

スクールカウンセラー事業費 1億2622万8千円 

　スクールカウンセラー配置校数等
・ 中学校 80校
・ 高等学校

教学指導課
 FAX 026-235-7495 ［1億2628万9千円］
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

近代化遺産総合調査事業費 417万3千円 

文化財・生涯学習課
 FAX 026-235-7493 ［0円］
 E-mail bunsho@pref.nagano.jp

10か所

　 江戸時代末期から第二次世界大戦終結時までに
近代的手法で造られた建築物等について、文化財
として適正な保護・活用を図るため、実態の把握と
学術的な基礎データの収集を行います。

不登校児童生徒支援ネット
ワーク整備事業費

　 地域支援センターを中核として、学校・家庭・地域
が連携した不登校対応に関する支援ネットワークを
整備します。

理科エキスパート活用推進事
業費

　 いじめ、暴力行為などの問題行動や不登校に対
応するため、心の専門家（スクールカウンセラー）を
配置し、児童生徒の相談・支援等を行います。

　 小学校５、６年生の「理科」における観察・実験等
の体験活動を活性化するため、理科を得意とする支
援員等をモデル校に配置します。

1800時間

新

新

新
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事　業　名
予　算　額

［平成18年度予算額]
事　　業　　内　　容

1840万3千円 

・ 学校安全ボランティアの養成
・ スクールガード・リーダーの委嘱
・ モデル地域の指定による実践的取組みの推進

保健厚生課 ・ 学校安全推進用ビデオの作成・配付
 FAX 026-234-5169 ［48万1千円］
 E-mail hokenko@pref.nagano.jp

1億437万3千円 

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［0円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

216万8千円 

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［0円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

1億776万円 

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［8148万3千円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

　 第63回国民体育大会冬季大会スケート競技会に
出場する長野県選手の強化を実施します。

子どもの安全体制整備等推進
事業費

 　地域全体で子どもの安全を見守る体制の整備や
実践的な安全教育を推進するための支援を行いま
す。

第63回国民体育大会冬季
大会スケート競技会・アイス
ホッケー競技会開催事業費

　　　  　　アイスホッケー

会期　　　平成20年１月26日～２月１日

　 国民体育大会へ派遣する長野県選手団の経費
を助成します。
   なお、交通費に対しては全額補助とします。

国民体育大会選手団派遣費
補助金

第63回国民体育大会冬季大
会スケート競技会選手特別強
化事業費

　　　 　　 フィギュアスケート 　〃
軽井沢町

　　　　　  ショートトラック
長野市
　〃

会場　　　スピードスケート

新

新
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事　業　名
予　算　額

［平成18年度予算額]
事　　業　　内　　容

競技力向上事業費 9943万2千円 

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［9482万7千円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

保育対策等促進事業費 4億5928万1千円 

・ 乳児保育等促進 53 か所

・ １歳児保育支援 保育士加配数 48 人

・ 障害児保育 対象児童数 　 658 人

・ 保育環境改善等（保育所分） 1 か所

・ 保育環境改善等 4 か所

（児童クラブ障害児受入促進分）

・ 一時保育 163 か所

・ 地域子育て支援センター 50 か所

・ 休日保育 21 か所

こども支援課 ・ 特定保育 1 か所

 FAX 026-235-7490 ・ 保育所分園推進 1 か所

 E-mail ［4億7201万3千円］ ・ 子育てサロン 11 か所

　kodomo-shien@pref.nagano.jp ・ 認可外保育施設児童処遇向上 14 か所

児童館等施設整備事業費 1億4360万6千円 

・ 児童館、児童センター ４ か所
・ 児童クラブ室 ８ か所

こども支援課
 FAX 026-235-7490 事業主体 市町村
 E-mail ［3374万6千円］ 補助率 2/3
　kodomo-shien@pref.nagano.jp

放課後子どもプラン推進事業費 4億1905万8千円 

・ 児童クラブの運営 か所
・ 放課後子ども教室の設置・運営 63 か所

こども支援課
 FAX 026-235-7490 事業主体 市町村
 E-mail ［3億6048万2千円］ 補助率 2/3
　kodomo-shien@pref.nagano.jp

　 18歳までのすべての児童を対象に、安全な居場
所を提供し、健康の増進と豊かな情操を育むための
児童館等を整備する市町村に対して助成します。

281

 　余裕教室等を活用して、放課後の子どもたちの安
全で健やかな居場所づくりを行う市町村に対して運
営費等を助成します。

　 子育て環境が変化する中、多様化する保育ニー
ズに対応するため、乳児保育等実施する市町村等
に対して助成します。

　 国体等で優秀な成績を収めるため、選手の発掘・
育成・強化、指導者の養成及び練習環境の整備を
支援します。

新
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事　業　名
予　算　額

［平成18年度予算額]
事　　業　　内　　容

大学整備促進事業補助金 2億5000万円 
（信州佐久大学(仮称）の整備）

・ 名称 信州佐久大学（仮称）
・ 学部・学科 看護学部看護学科
・ 開学予定年月 平成20年4月

私学教育課
 FAX 026-235-7387 ［0円］
 E-mail shigaku@pref.nagano.jp

　 私学教育の振興と保護者負担の軽減を図るため、
私立学校教育振興費補助金 58億2435万1千円 学校法人が設置する私立学校の経常経費に対して

助成します。

私立高等学校 16 校
私立中学校 4 校
私立小学校 3 校
私立幼稚園 園
私立専修学校 24 校
私立外国人学校 1 校

私学教育課
 FAX 026-235-7387 ［57億9152万円］ 補助率 定額
 E-mail shigaku@pref.nagano.jp

1億6384万6千円 

　軽減の対象となる要件
・ 生活保護法の要保護者

私学教育課 ・ 母（父）子家庭で生活が著しく困難
 FAX 026-235-7387 ［1億5454万3千円］ ・ 所得が一定の基準以下　　など
 E-mail shigaku@pref.nagano.jp

102

私立高等学校授業料等軽減
事業補助金

4528万3千円
21億4861万5千円

5938万円
272万円

　 私立高等学校に在籍する生徒の保護者負担の
軽減を図るため、学校法人が生徒の授業料又は入
学金を軽減した場合に、当該軽減額に対して助成
します。

1億9716万円
33億7119万3千円

 　専門性の高い看護師を養成・確保するため、大
学整備に要する経費に対して助成します。

新
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